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第一章 総則 
（この法律の目的） 
第一条 この法律は、公共の利益となる事業に必要な土地等の収用又は使用に関し、その要件、手続及び効

果並びにこれに伴う損失の補償等について規定し、公共の利益の増進と私有財産との調整を図り、もつて

国土の適正且つ合理的な利用に寄与することを目的とする。 
（土地の収用又は使用） 
第二条 公共の利益となる事業の用に供するため土地を必要とする場合において、その土地を当該事業の用

に供することが土地の利用上適正且つ合理的であるときは、この法律の定めるところにより、これを収用

し、又は使用することができる。 
（土地を収用し、又は使用することができる事業） 
第三条 土地を収用し、又は使用することができる公共の利益となる事業は、次の各号のいずれかに該当す

るものに関する事業でなければならない。 
一 道路法（昭和二十七年法律第百八十号）による道路、道路運送法（昭和二十六年法律第百八十三号）に

よる一般自動車道若しくは専用自動車道（同法による一般旅客自動車運送事業又は貨物自動車運送事業法

（平成元年法律第八十三号）による一般貨物自動車運送事業の用に供するものに限る。）又は駐車場法（昭

和三十二年法律第百六号）による路外駐車場 
二 河川法（昭和三十九年法律第百六十七号）が適用され、若しくは準用される河川その他公共の利害に関

係のある河川又はこれらの河川に治水若しくは利水の目的をもつて設置する堤防、護岸、ダム、水路、貯

水池その他の施設 
三 砂防法（明治三十年法律第二十九号）による砂防設備又は同法が準用される砂防のための施設 
三の二 国又は都道府県が設置する地すべり等防止法（昭和三十三年法律第三十号）による地すべり防止施

設又はぼた山崩壊防止施設 
三の三 国又は都道府県が設置する急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和四十四年法律第五

十七号）による急傾斜地崩壊防止施設 
四 運河法（大正二年法律第十六号）による運河の用に供する施設 
五 国、地方公共団体、土地改良区（土地改良区連合を含む。以下同じ。）又は独立行政法人石油天然ガス・

金属鉱物資源機構が設置する農業用道路、用水路、排水路、海岸堤防、かんがい用若しくは農作物の災害

防止用のため池又は防風林その他これに準ずる施設 
六 国、都道府県又は土地改良区が土地改良法（昭和二十四年法律第百九十五号）によつて行う客土事業又

は土地改良事業の施行に伴い設置する用排水機若しくは地下水源の利用に関する設備 
七 鉄道事業法（昭和六十一年法律第九十二号）による鉄道事業者又は索道事業者がその鉄道事業又は索道

事業で一般の需要に応ずるものの用に供する施設 
七の二 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構が設置する鉄道又は軌道の用に供する施設 
八 軌道法（大正十年法律第七十六号）による軌道又は同法が準用される無軌条電車の用に供する施設 
八の二 石油パイプライン事業法（昭和四十七年法律第百五号）による石油パイプライン事業の用に供する

施設 
九 道路運送法による一般乗合旅客自動車運送事業（路線を定めて定期に運行する自動車により乗合旅客の

運送を行うものに限る。）又は貨物自動車運送事業法による一般貨物自動車運送事業（特別積合せ貨物運

送をするものに限る。）の用に供する施設 
九の二 自動車ターミナル法（昭和三十四年法律第百三十六号）第三条の許可を受けて経営する自動車ター

ミナル事業の用に供する施設 
十 港湾法（昭和二十五年法律第二百十八号）による港湾施設又は漁港漁場整備法（昭和二十五年法律第百

三十七号）による漁港施設 
十の二 海岸法（昭和三十一年法律第百一号）による海岸保全施設 
十の三 津波防災地域づくりに関する法律（平成二十三年法律第百二十三号）による津波防護施設 
十一 航路標識法（昭和二十四年法律第九十九号）による航路標識又は水路業務法（昭和二十五年法律第百

二号）による水路測量標 
十二 航空法（昭和二十七年法律第二百三十一号）による飛行場又は航空保安施設で公共の用に供するもの 
十三 気象、海象、地象又は洪水その他これに類する現象の観測又は通報の用に供する施設 
十三の二 日本郵便株式会社が日本郵便株式会社法（平成十七年法律第百号）第四条第一項第一号に掲げる

業務の用に供する施設 
十四 国が電波監視のために設置する無線方位又は電波の質の測定装置 



十五 国又は地方公共団体が設置する電気通信設備 
十五の二 電気通信事業法（昭和五十九年法律第八十六号）第百二十条第一項に規定する認定電気通信事業

者が同項に規定する認定電気通信事業の用に供する施設（同法の規定により土地等を使用することができ

るものを除く。） 
十六 放送法（昭和二十五年法律第百三十二号）による基幹放送事業者又は基幹放送局提供事業者が基幹放

送の用に供する放送設備 
十七 電気事業法（昭和三十九年法律第百七十号）による一般送配電事業、送電事業、特定送配電事業又は

発電事業の用に供する電気工作物 
十七の二 ガス事業法（昭和二十九年法律第五十一号）によるガス工作物 
十八 水道法（昭和三十二年法律第百七十七号）による水道事業若しくは水道用水供給事業、工業用水道事

業法（昭和三十三年法律第八十四号）による工業用水道事業又は下水道法（昭和三十三年法律第七十九号）

による公共下水道、流域下水道若しくは都市下水路の用に供する施設 
十九 市町村が消防法（昭和二十三年法律第百八十六号）によつて設置する消防の用に供する施設 
二十 都道府県又は水防法（昭和二十四年法律第百九十三号）による水防管理団体が水防の用に供する施設 
二十一 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条に規定する学校又はこれに準ずるその他の教育

若しくは学術研究のための施設 
二十二 社会教育法（昭和二十四年法律第二百七号）による公民館（同法第四十二条に規定する公民館類似

施設を除く。）若しくは博物館又は図書館法（昭和二十五年法律第百十八号）による図書館（同法第二十

九条に規定する図書館同種施設を除く。） 
二十三 社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）による社会福祉事業若しくは更生保護事業法（平成七

年法律第八十六号）による更生保護事業の用に供する施設又は職業能力開発促進法（昭和四十四年法律第

六十四号）による公共職業能力開発施設若しくは職業能力開発総合大学校 
二十四 国、地方公共団体、独立行政法人国立病院機構、国立研究開発法人国立がん研究センター、国立研

究開発法人国立循環器病研究センター、国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター、国立研究開

発法人国立国際医療研究センター、国立研究開発法人国立成育医療研究センター、国立研究開発法人国立

長寿医療研究センター、健康保険組合若しくは健康保険組合連合会、国民健康保険組合若しくは国民健康

保険団体連合会、国家公務員共済組合若しくは国家公務員共済組合連合会若しくは地方公務員共済組合若

しくは全国市町村職員共済組合連合会が設置する病院、療養所、診療所若しくは助産所、地域保健法（昭

和二十二年法律第百一号）による保健所若しくは医療法（昭和二十三年法律第二百五号）による公的医療

機関又は検疫所 
二十五 墓地、埋葬等に関する法律（昭和二十三年法律第四十八号）による火葬場 
二十六 と畜場法（昭和二十八年法律第百十四号）によると畜場又は化製場等に関する法律（昭和二十三年

法律第百四十号）による化製場若しくは死亡獣畜取扱場 
二十七 地方公共団体又は廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和四十五年法律第百三十七号）第十五条

の五第一項に規定する廃棄物処理センターが設置する同法による一般廃棄物処理施設、産業廃棄物処理施

設その他の廃棄物の処理施設（廃棄物の処分（再生を含む。）に係るものに限る。）及び地方公共団体が設

置する公衆便所 
二十七の二 国が設置する平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所

の事故により放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法（平成二十三年法律第

百十号）による汚染廃棄物等の処理施設 
二十八 卸売市場法（昭和四十六年法律第三十五号）による中央卸売市場及び地方卸売市場 
二十九 自然公園法（昭和三十二年法律第百六十一号）による公園事業 
二十九の二 自然環境保全法（昭和四十七年法律第八十五号）による原生自然環境保全地域に関する保全事

業及び自然環境保全地域に関する保全事業 
三十 国、地方公共団体、独立行政法人都市再生機構又は地方住宅供給公社が都市計画法（昭和四十三年法

律第百号）第四条第二項に規定する都市計画区域について同法第二章の規定により定められた第一種低層

住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一

種住居地域、第二種住居地域、準住居地域又は田園住居地域内において、自ら居住するため住宅を必要と

する者に対し賃貸し、又は譲渡する目的で行う五十戸以上の一団地の住宅経営 
三十一 国又は地方公共団体が設置する庁舎、工場、研究所、試験所その他直接その事務又は事業の用に供

する施設 



三十二 国又は地方公共団体が設置する公園、緑地、広場、運動場、墓地、市場その他公共の用に供する施

設 
三十三 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構が国立研究開発法人日本原子力研究開発機構法（平成十

六年法律第百五十五号）第十七条第一項第一号から第三号までに掲げる業務の用に供する施設 
三十四 独立行政法人水資源機構が設置する独立行政法人水資源機構法（平成十四年法律第百八十二号）に

よる水資源開発施設及び愛知豊川用水施設 
三十四の二 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構が国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法（平成十

四年法律第百六十一号）第十八条第一号から第四号までに掲げる業務の用に供する施設 
三十四の三 国立研究開発法人国立がん研究センター、国立研究開発法人国立循環器病研究センター、国立

研究開発法人国立精神・神経医療研究センター、国立研究開発法人国立国際医療研究センター、国立研究

開発法人国立成育医療研究センター又は国立研究開発法人国立長寿医療研究センターが高度専門医療に

関する研究等を行う国立研究開発法人に関する法律（平成二十年法律第九十三号）第十三条第一項第一号、

第十四条第一号、第十五条第一号若しくは第三号、第十六条第一号若しくは第三号、第十七条第一号又は

第十八条第一号若しくは第二号に掲げる業務の用に供する施設 
三十五 前各号のいずれかに掲げるものに関する事業のために欠くことができない通路、橋、鉄道、軌道、

索道、電線路、水路、池井、土石の捨場、材料の置場、職務上常駐を必要とする職員の詰所又は宿舎その

他の施設 
（収用し、又は使用することができる土地等の制限） 
第四条 この法律又は他の法律によつて、土地等を収用し、又は使用することができる事業の用に供してい

る土地等は、特別の必要がなければ、収用し、又は使用することができない。 
（権利の収用又は使用） 
第五条 土地を第三条各号の一に規定する事業の用に供するため、その土地にある左の各号に掲げる権利を

消滅させ、又は制限することが必要且つ相当である場合においては、この法律の定めるところにより、こ

れらの権利を収用し、又は使用することができる。 
一 地上権、永小作権、地役権、採石権、質権、抵当権、使用貸借又は賃貸借による権利その他土地に関す

る所有権以外の権利 
二 鉱業権 
三 温泉を利用する権利 
２ 土地の上にある立木、建物その他土地に定着する物件をその土地とともに第三条各号の一に規定する事

業の用に供するため、これらの物件に関する所有権以外の権利を消滅させ、又は制限することが必要且つ

相当である場合においては、この法律の定めるところにより、これらの権利を収用し、又は使用すること

ができる。 
３ 土地、河川の敷地、海底又は流水、海水その他の水を第三条各号の一に規定する事業の用に供するため、

これらのもの（当該土地が埋立て又は干拓により造成されるものであるときは、当該埋立て又は干拓に係

る河川の敷地又は海底）に関係のある漁業権、入漁権その他河川の敷地、海底又は流水、海水その他の水

を利用する権利を消滅させ、又は制限することが必要且つ相当である場合においては、この法律の定める

ところにより、これらの権利を収用し、又は使用することができる。 
（立木、建物等の収用又は使用） 
第六条 土地の上にある立木、建物その他土地に定着する物件をその土地とともに、第三条各号の一に規定

する事業の用に供することが必要且つ相当である場合においては、この法律の定めるところにより、これ

らの物を収用し、又は使用することができる。 
（土石砂れきの収用） 
第七条 土地に属する土石砂れきを第三条各号の一に規定する事業の用に供することが必要且つ相当であ

る場合においては、この法律の定めるところにより、これらの物を収用することができる。 
（定義等） 
第八条 この法律において「起業者」とは、土地、第五条に掲げる権利若しくは第六条に掲げる立木、建物

その他土地に定着する物件を収用し、若しくは使用し、又は前条に規定する土石砂れきを収用することを

必要とする第三条各号の一に規定する事業を行う者をいう。 
２ この法律において「土地所有者」とは、収用又は使用に係る土地の所有者をいう。 
３ この法律において「関係人」とは、第二条の規定によつて土地を収用し、又は使用する場合においては

当該土地に関して地上権、永小作権、地役権、採石権、質権、抵当権、使用貸借若しくは賃貸借による権

利その他所有権以外の権利を有する者及びその土地にある物件に関して所有権その他の権利を有する者



を、第五条の規定によつて同条に掲げる権利を収用し、又は使用する場合においては当該権利に関して質

権、抵当権、使用貸借若しくは賃貸借による権利その他の権利を有する者を、第六条の規定によつて同条

に掲げる立木、建物その他土地に定着する物件を収用し、又は使用する場合においては当該物件に関して

所有権以外の権利を有する者を、第七条の規定によつて土石砂れきを収用する場合においては当該土石砂

れきの属する土地に関して所有権以外の権利を有する者及びその土地にある物件に関して所有権その他

の権利を有する者をいう。ただし、第二十六条第一項（第百三十八条第一項において準用する場合を含む。）

の規定による事業の認定の告示があつた後において新たな権利を取得した者は、既存の権利を承継した者

を除き、関係人に含まれないものとする。 
４ この法律において、土地又は物件に関する所有権以外の権利を有する者には、当該土地若しくは物件又

は当該土地若しくは物件に関する所有権以外の権利につき、仮登記上の権利又は既登記の買戻権を有する

者、既登記の差押債権者及び既登記の仮差押債権者が含まれるものとする。 
５ 前項の規定は、鉱業権、漁業権又は入漁権に関する権利を有する者について準用する。この場合におい

て、同項中「仮登記」とあるのは「仮登録」と、「既登記」とあるのは「既登録」と読み替えるものとす

る。 
（起業者の権利義務の承継） 
第九条 合併その他の事由に因り事業の承継があつた場合においては、この法律の規定によつて従前の起業

者が有していた権利義務は、当該事業を承継した者に移転する。 
（手続の承継） 
第十条 起業者、土地所有者又は関係人の変更があつた場合においては、この法律又はこの法律に基く命令

の規定によつて従前の起業者、土地所有者又は関係人がした手続その他の行為は、新たに起業者、土地所

有者又は関係人となつた者に対しても、その効力を有する。 
（取得した土地の管理） 
第十条の二 起業者は、第二十六条第一項の規定によつて告示された事業の用に供するため取得した土地に

ついては、公共の利益に沿うように適正な管理を行なわなければならない。 
２ 起業者は、前項に規定する土地を、同項に規定する事業の用以外の他の用に供する工作物その他の施設

の用に供するために利用し、又は利用させるときは、当該土地の周辺の環境を阻害しないよう配慮しなけ

ればならない。 
第二章 事業の準備  

第十一条～第十五条 （略）  
第二章の二 土地等の取得に関する紛争の処理  

第一節 あつせん  
第十五条の二～第十五条の十三 （略） 

第三章 事業の認定等 
第一節 事業の認定 
（事業の説明） 
第十五条の十四 起業者は、次条の規定による事業の認定を受けようとするときは、あらかじめ、国土交

通省令で定める説明会の開催その他の措置を講じて、事業の目的及び内容について、当該事業の認定に

ついて利害関係を有する者に説明しなければならない。 
（事業の認定） 
第十六条 起業者は、当該事業又は当該事業の施行により必要を生じた第三条各号の一に該当するものに

関する事業（以下「関連事業」という。）のために土地を収用し、又は使用しようとするときは、この

節の定めるところに従い、事業の認定を受けなければならない。 
（事業の認定に関する処分を行う機関） 
第十七条 事業が次の各号のいずれかに掲げるものであるときは、国土交通大臣が事業の認定に関する処

分を行う。 
一 国又は都道府県が起業者である事業 
二 事業を施行する土地（以下「起業地」という。）が二以上の都道府県の区域にわたる事業 
三 一の都道府県の区域を超え、又は道の区域の全部にわたり利害の影響を及ぼす事業その他の事業で次

に掲げるもの 
イ 道路整備特別措置法（昭和三十一年法律第七号）第二条第四項に規定する会社が行う同法による高速

道路に関する事業 



ロ 鉄道事業法による鉄道事業者がその鉄道事業（当該事業に係る路線又はその路線及び当該鉄道事業者

若しくは当該鉄道事業者がその路線に係る鉄道線路を譲渡し、若しくは使用させる鉄道事業者が運送を

行う上でその路線と密接に関連する他の路線が一の都府県の区域内にとどまるものを除く。）の用に供

する施設に関する事業 
ハ 港湾法による港湾施設で国際戦略港湾、国際拠点港湾又は重要港湾に係るものに関する事業 
ニ 航空法による飛行場又は航空保安施設で公共の用に供するものに関する事業 
ホ 電気通信事業法第百二十条第一項に規定する認定電気通信事業者が同項に規定する認定電気通信事

業（その業務区域が一の都府県の区域内にとどまるものを除く。）の用に供する施設に関する事業 
ヘ 日本放送協会が放送事業の用に供する放送設備に関する事業 
ト 電気事業法による一般送配電事業（供給区域が一の都府県の区域内にとどまるものを除く。）、送電事

業（供給の相手方たる一般送配電事業者の供給区域が一の都府県の区域内にとどまるものを除く。）、特

定送配電事業（供給地点が一の都府県の区域内にとどまるものを除く。）又は発電事業（当該事業の用

に供する電気工作物と電気的に接続する電線路が一の都府県の区域内にとどまるものを除く。）の用に

供する電気工作物に関する事業 
チ イからトまでに掲げる事業のために欠くことができない通路、橋、鉄道、軌道、索道、電線路、水路、

池井、土石の捨場、材料の置場、職務上常駐を必要とする職員の詰所又は宿舎その他の施設に関する事

業 
四 前三号に掲げる事業に係る関連事業 
２ 事業が前項各号の一に掲げるもの以外のものであるときは、起業地を管轄する都道府県知事が事業の

認定に関する処分を行う。 
３ 国土交通大臣又は都道府県知事は、次条の規定による事業認定申請書を受理した日から三月以内に、

事業の認定に関する処分を行なうように努めなければならない。 
（事業認定申請書） 
第十八条 起業者は、第十六条の規定による事業の認定を受けようとするときは、国土交通省令で定める

様式に従い、左に掲げる事項を記載した事業認定申請書を、前条第一項又は第二十七条第一項の場合に

おいては国土交通大臣に、前条第二項の場合においては都道府県知事に提出しなければならない。 
一 起業者の名称 
二 事業の種類 
三 収用又は使用の別を明らかにした起業地 
四 事業の認定を申請する理由 
２ 前項の申請書には、国土交通省令で定める様式に従い、次に掲げる書類を添付しなければならない。 
一 事業計画書 
二 起業地及び事業計画を表示する図面 
三 事業が関連事業に係るものであるときは、起業者が当該関連事業を施行する必要を生じたことを証す

る書面 
四 起業地内に第四条に規定する土地があるときは、その土地に関する調書、図面及び当該土地の管理者

の意見書 
五 起業地内にある土地の利用について法令の規定による制限があるときは、当該法令の施行について権

限を有する行政機関の意見書 
六 事業の施行に関して行政機関の免許、許可又は認可等の処分を必要とする場合においては、これらの

処分があつたことを証明する書類又は当該行政機関の意見書 
七 第十五条の十四の規定に基づき講じた措置の実施状況を記載した書面 
３ 前項第四号から第六号までに掲げる意見書は、起業者が意見を求めた日から三週間を経過しても、こ

れを得ることができなかつたときは、添附することを要しない。この場合においては、意見書を得るこ

とができなかつた事情を疎明する書面を添附しなければならない。 
４ 第一項第三号及び第二項第二号に規定する起業地の表示は、土地所有者及び関係人が自己の権利に係

る土地が起業地の範囲に含まれることを容易に判断できるものでなければならない。 
（事業認定申請書の欠陥の補正及び却下） 
第十九条 前条の規定による事業認定申請書及びその添附書類が同条又は同条に基く国土交通省令に規

定する方式を欠くときは、国土交通大臣又は都道府県知事は、相当な期間を定めて、その欠陥を補正さ

せなければならない。第百二十五条の規定による手数料を納めないときも、同様とする。 



２ 起業者が前項の規定により欠陥の補正を命ぜられたにかかわらず、その定められた期間内に欠陥の補

正をしないときは、国土交通大臣又は都道府県知事は、事業認定申請書を却下しなければならない。 
（事業の認定の要件） 
第二十条 国土交通大臣又は都道府県知事は、申請に係る事業が左の各号のすべてに該当するときは、事

業の認定をすることができる。 
一 事業が第三条各号の一に掲げるものに関するものであること。 
二 起業者が当該事業を遂行する充分な意思と能力を有する者であること。 
三 事業計画が土地の適正且つ合理的な利用に寄与するものであること。 
四 土地を収用し、又は使用する公益上の必要があるものであること。 
（土地の管理者及び関係行政機関の意見の聴取） 
第二十一条 国土交通大臣又は都道府県知事は、事業の認定に関する処分を行おうとする場合において、

第十八条第三項の規定により意見書の添附がなかつたとき、その他必要があると認めるときは、起業地

内にある第四条に規定する土地の管理者又は当該事業の施行について関係のある行政機関若しくはそ

の地方支分部局の長の意見を求めなければならない。ただし、土地の管理者については、その管理者を

確知することができないとき、その他その意見を求めることができないときは、この限りでない。 
２ 事業の施行について関係のある行政機関又はその地方支分部局の長は、事業の認定に関する処分につ

いて、国土交通大臣又は都道府県知事に対して意見を述べることができる。 
（専門的学識及び経験を有する者の意見の聴取） 
第二十二条 国土交通大臣又は都道府県知事は、事業の認定に関する処分を行おうとする場合において必

要があると認めるときは、申請に係る事業の事業計画について専門的学識又は経験を有する者の意見を

求めることができる。 
（公聴会） 
第二十三条 国土交通大臣又は都道府県知事は、事業の認定に関する処分を行おうとする場合において、

当該事業の認定について利害関係を有する者から次条第二項の縦覧期間内に国土交通省令で定めると

ころにより公聴会を開催すべき旨の請求があつたときその他必要があると認めるときは、公聴会を開い

て一般の意見を求めなければならない。 
２ 前項の規定による公聴会を開こうとするときは、起業者の名称、事業の種類及び起業地並びに公聴会

の期日及び場所を一般に公告しなければならない。 
３ 公聴会の手続に関して必要な事項は、国土交通省令で定める。 
（事業認定申請書の送付及び縦覧） 
第二十四条 国土交通大臣又は都道府県知事は、事業の認定に関する処分を行おうとするときは、申請に

係る事業が第二十条に規定する要件に該当しないことが明らかである場合を除き、起業地が所在する市

町村の長に対して事業認定申請書及びその添附書類のうち当該市町村に関係のある部分の写を送付し

なければならない。 
２ 市町村長が前項の書類を受け取つたときは、直ちに、起業者の名称、事業の種類及び起業地を公告し、

公告の日から二週間その書類を公衆の縦覧に供しなければならない。 
３ 国土交通大臣は、第一項の規定による送付をしたときは、直ちに、起業地を管轄する都道府県知事に

その旨を通知し、事業認定申請書及びその添附書類の写を送付しなければならない。 
４ 市町村長が第一項の書類を受け取つた日から二週間を経過しても、第二項の規定による手続を行なわ

ないときは、起業地を管轄する都道府県知事は、起業者の申請により、当該市町村長に代わつてその手

続を行なうことができる。 
５ 前項の規定により、都道府県知事が市町村長に代わつて手続を行なおうとするときは、あらかじめ、

その旨を当該市町村長に通知しなければならない。 
６ 前項の規定による都道府県知事の通知を受けた後においては、市町村長は、当該事件につき、第二項

の規定による手続を行なうことができない。 
（利害関係人の意見書の提出） 
第二十五条 前条第二項の規定による公告があつたときは、事業の認定について利害関係を有する者は、

同項の縦覧期間内に、都道府県知事に意見書を提出することができる。 
２ 都道府県知事は、国土交通大臣が認定に関する処分を行おうとする事業について、前項の規定による

意見書を受け取つたときは、直ちに、これを国土交通大臣に送付し、前条第二項に規定する期間内に意

見書の提出がなかつたときは、その旨を国土交通大臣に報告しなければならない。 
（社会資本整備審議会等の意見の聴取） 



第二十五条の二 国土交通大臣は、事業の認定に関する処分を行おうとするときは、あらかじめ社会資本

整備審議会の意見を聴き、その意見を尊重しなければならない。ただし、第二十四条第二項の縦覧期間

内に前条第一項の意見書（国土交通大臣が、事業の認定をしようとする場合にあつては事業の認定をす

ることについて異議がある旨の意見が記載されたものに限り、事業の認定を拒否しようとする場合にあ

つては事業の認定をすべき旨の意見が記載されたものに限る。）の提出がなかつた場合においては、こ

の限りでない。 
２ 都道府県知事は、事業の認定に関する処分を行おうとするときは、あらかじめ第三十四条の七第一項

の審議会その他の合議制の機関の意見を聴き、その意見を尊重しなければならない。ただし、第二十四

条第二項の縦覧期間内に前条第一項の意見書（都道府県知事が、事業の認定をしようとする場合にあつ

ては事業の認定をすることについて異議がある旨の意見が記載されたものに限り、事業の認定を拒否し

ようとする場合にあつては事業の認定をすべき旨の意見が記載されたものに限る。）の提出がなかつた

場合においては、この限りでない。 
（事業の認定の告示） 
第二十六条 国土交通大臣又は都道府県知事は、第二十条の規定によつて事業の認定をしたときは、遅滞

なく、その旨を起業者に文書で通知するとともに、起業者の名称、事業の種類、起業地、事業の認定を

した理由及び次条の規定による図面の縦覧場所を国土交通大臣にあつては官報で、都道府県知事にあつ

ては都道府県知事が定める方法で告示しなければならない。 
２ 都道府県知事は、前項の規定による告示をしたときは、直ちに、国土交通大臣にその旨を報告しなけ

ればならない。 
３ 国土交通大臣は、第一項の規定による告示をしたときは、直ちに、関係都道府県知事にその旨を通知

しなければならない。 
４ 事業の認定は、第一項の規定による告示があつた日から、その効力を生ずる。 
（起業地を表示する図面の長期縦覧） 
第二十六条の二 国土交通大臣又は都道府県知事は、第二十条の規定によつて事業の認定をしたときは、

直ちに、起業地が所在する市町村の長にその旨を通知しなければならない。 
２ 市町村長は、前項の通知を受けたときは、直ちに、第二十四条第一項の規定により送付を受けた起業

地を表示する図面を、事業の認定が効力を失う日又は第三十条の二において準用する第三十条第二項若

しくは第三項の規定による通知を受ける日まで公衆の縦覧に供しなければならない。 
３ 第二十四条第四項及び第五項の規定は、市町村長が第一項の通知を受けた日から二週間を経過しても

前項の規定による手続を行なわない場合に準用する。 
（事業の認定に関する処分を行う機関の特例） 
第二十七条 起業者は、左の各号の一に該当するときは、国土交通大臣に対して事業の認定を申請するこ

とができる。この場合においては、起業者は、その旨を都道府県知事に通知しなければならない。 
一 都道府県知事が事業の認定を拒否したとき。 
二 都道府県知事が第十八条の規定による事業認定申請書を受理した日から三月を経過しても事業の認

定に関する処分を行わないとき。 
２ 国土交通大臣は、前項第一号の規定による申請を受けたときは、あらかじめ公害等調整委員会の意見

を聞いた上で、自ら事業の認定に関する処分を行わなければならない。 
３ 国土交通大臣は、第一項第二号の規定による申請を受けたときは、あらかじめ都道府県知事の意見を

聞いた上で、都道府県知事に対して、相当な期間を定めて、事業の認定に関する処分を行うことを指示

することができる。 
４ 国土交通大臣は、都道府県知事が前項の規定によつて指示された期間内に処分を行わないとき、又は

同項の規定によつて処分を行うことを指示することが適当でないと認めるときは、都道府県知事及び起

業者にあらかじめ自ら事業の認定に関する処分を行うことを通知した上で、自ら事業の認定に関する処

分を行うことができる。 
５ 前項の規定による国土交通大臣の通知を受けた後においては、都道府県知事は、当該事件につき事業

の認定に関する処分を行うことができない。 
６ 都道府県知事は、第二項又は第四項の規定によつて国土交通大臣が自ら事業の認定に関する処分を行

う場合において、既に開かれた公聴会の記録、既に提出された利害関係人の意見書等当該事業の認定に

関する処分を行うために必要な書類があるときは、直ちに、これらの書類を国土交通大臣に送付しなけ

ればならない。 



７ 第二項又は第四項の規定によつて国土交通大臣が自ら事業の認定に関する処分を行う場合において

は、国土交通大臣は、事業の認定に関する処分を行うための手続その他の行為で都道府県知事が既に行

つたものを省略することができる。 
（事業の認定の拒否） 
第二十八条 国土交通大臣又は都道府県知事は、事業の認定を拒否したときは、遅滞なく、その旨を起業

者に文書で通知しなければならない。 
（補償等について周知させるための措置） 
第二十八条の二 起業者は、第二十六条第一項の規定による事業の認定の告示があつたときは、直ちに、

国土交通省令で定めるところにより、土地所有者及び関係人が受けることができる補償その他国土交通

省令で定める事項について、土地所有者及び関係人に周知させるため必要な措置を講じなければならな

い。 
（土地の保全） 
第二十八条の三 第二十六条第一項の規定による事業の認定の告示があつた後においては、何人も、都道

府県知事の許可を受けなければ、起業地について明らかに事業に支障を及ぼすような形質の変更をして

はならない。 
２ 都道府県知事は、土地の形質の変更について起業者の同意がある場合又は土地の形質の変更が災害の

防止その他正当な理由に基づき必要があると認められる場合に限り、前項の規定による許可をするもの

とする。 
（事業の認定の失効） 
第二十九条 起業者が第二十六条第一項の規定による事業の認定の告示があつた日から一年以内に第三

十九条第一項の規定による収用又は使用の裁決の申請をしないときは、事業の認定は、期間満了の日の

翌日から将来に向つて、その効力を失う。 
２ 第二十六条第一項の規定による事業の認定の告示があつた日から四年以内に第四十七条の二第三項

の規定による明渡裁決の申立てがないときも、前項と同様とする。この場合において、既にされた裁決

手続開始の決定及び権利取得裁決は、取り消されたものとみなす。 
（事業の廃止又は変更） 
第三十条 第二十六条第一項の規定による事業の認定の告示があつた後、起業者が事業の全部又は一部を

廃止し、又は変更したために土地を収用し、又は使用する必要がなくなつたときは、起業者は、遅滞な

く、起業地を管轄する都道府県知事にその旨を届け出なければならない。この場合においては、国土交

通省令で定めるところにより、その旨を周知させるため必要な措置を講じなければならない。 
２ 都道府県知事は、前項前段の規定による届出を受け取つたときは、事業の全部又は一部の廃止又は変

更があつたことを都道府県知事が定める方法で告示し、かつ、起業地が所在する市町村の長に通知する

とともに、直ちに、その旨を国土交通大臣に報告しなければならない。 
３ 都道府県知事は、第一項前段の規定による届出がない場合においても、起業者が事業の全部又は一部

を廃止し、又は変更したために土地を収用し、又は使用する必要がなくなつたことを知つたときは、前

項の規定による告示、通知及び報告をしなければならない。 
４ 事業の認定は、前二項の規定による告示があつた日から将来に向つて、その効力を失う。 
（土地等の取得の完了） 
第三十条の二 前条第一項前段、第二項及び第三項の規定は、起業者が起業地内のすべての土地について

必要な権利を取得した場合に準用する。ただし、同条第二項及び第三項の規定による告示及び報告は、

することを要しない。 
第二節 収用又は使用の手続の保留 
第三十一条～第三十四条の六 （略） 

第三章の二 都道府県知事が事業の認定に関する処分を行うに際して意見を聴く審議会等 
第三十四条の七 都道府県に、この法律の規定によりその権限に属させられた事項を調査審議するため、審

議会その他の合議制の機関（次項において「審議会等」という。）を置く。 
２ 審議会等の組織及び運営に関し必要な事項は、都道府県の条例で定める。 

第四章～第十二章、附則 （略） 
 


